
資料２－１)(仮称)札幌市火葬場・墓地のあり方基本構想【タイトル・ビジョン】      第５回斎場等あり方検討委員会資料 2019年７月31日 保）生活環境課 

誰でも希望する 
葬送を実現できる 

≪ 行動の実践 ≫ 

 
基本構想で掲げる 

将来目指す姿 

② 第２章 
ビジョン 

葬送を行う環境が 
整備されている 

生前に葬送のことを考え 
身近な人と共有されている 

【 ビジョン 】 
不安なく「人生の最期」を迎えられる社会へ 

～より生き生きと人生を送るために～ 

環境が整うことで 
 
 
 

行動に繋がる 

意識が変わることで 
 
 
 

行動に繋がる 

① 基本構想の 
タイトル 

(仮称)札幌市火葬場・墓地のあり方基本構想 
～不安なく多死社会を迎えるために～ 

意識が変わることで 
 
 

環境整備の効果が向上 

≪ 環境の整備 ≫ ≪ 意識の変化 ≫ 



資料２－２)(仮称)札幌市火葬場・墓地のあり方基本構想【分野別目標・基本姿勢】      第５回斎場等あり方検討委員会資料 2019年７月31日 保）生活環境課 

少子高齢化社会に対応した 
持続可能な墓地を実現します 

葬送について考える 
市民の意識を醸成します 

多死社会に対応した 
火葬場を実現します 

㋖安全で利用しやすい 
 市営霊園へ改善します 

㋙火葬場・墓地の取組への 
 理解と協力を求めます 

㋔官民の役割に沿い協同により 
 市民ニーズに対応します 

・霊園内の老朽化した様々な設備の改修を安全面に 
 配慮した事故予防の視点で進めるとともに、管理 
 事務所や納骨堂の利用実態を踏まえた統廃合等を 
 検討し、霊園機能の効率化を図ります。 

・「葬送の準備をすることは将来の不安を解消して 
 人生をより豊かにすることに繋がる」という認識 
 を市民に浸透させ、身近な人と共有してもらえる 
 ように働きかけます。 

㋚葬送関連事業者との連携 
 による取組を進めます 

・葬送関連の事業者やNPO法人と連携体制を構築し 
 て、市民への意識醸成の働きかけや葬送に関する 
 困りごとへの対応を進めます。 
 
 行政と葬祭業者・民間墓地経営者・葬送関連NPO 
 等で構成する(仮称)葬送支援協議会を設置して、 
 市民への具体的な葬送支援(死後事務委任契約等) 
 を実施 

・火葬場や墓地に関する課題と解決に向けた取組の 
 必要性を市民に理解してもらうとともに、取組の 
 効果を最大限に発揮できるようにするための協力 
 を求める啓発を進めます。 ㋒さっぽろ圏における安定的な 

 火葬体制を検討します 

・持続可能なさっぽろ圏の形成に向けて、平常時の 
 火葬場の広域利用による効率化のみならず、施設 
 の大規模改修や災害時における相互バックアップ 
 体制の構築による安定性向上などを検討します。 

①火葬場 ②墓地 ③葬送 

㋓火葬場の使用に係る 
 費用負担を見直します 

・多死社会に対応した火葬場の実現に要する費用を 
 精査した上で、現在無料としている市民の火葬料 
 の有料化の是非も含めて、費用負担を見直します。 
  
 費用負担の見直しにあたっては 
 ・多死社会の到来で施設増強が必要であること 
 ・働き手世代の減少で財政制約が強まっていること 
 ・その中でも適切な市民サービスを維持すること 
 を踏まえた市民議論が必要 

㋘葬送の準備をすることの 
 意義や必要性を広めます 

㋕市営霊園の無縁墓・ 
 放置墓対策を進めます 

㋑施設整備と運用改善の両面から 
 効率的な運営体制を構築します 

・霊園の管理上の不都合のみならず、環境悪化にも 
 繋がる無縁墓や放置墓に対して、相続者の特定と 
 無縁化の予防の両面から対策を進めるとともに、 
 返還された空き区画の活用等も検討します。 

・火葬件数の増加に対して、火葬炉を増強する改修 
 や建替えのみで対応するのではなく、友引明けや 
 午前中の火葬ピークの平準化等の運用改善と併せ 
 て、効率的な運営体制を構築します。 

㋗市営霊園の使用に係る 
 費用負担を見直します 

・少子高齢社会に対応した市営霊園への改善対策に 
 要する費用を精査した上で、旧設墓地も含めて費 
 用負担や契約形態等を見直します。 

 墓所の使用当初のみの負担から、定期的な管理料 
 徴収への移行や有期限制度の導入等 

・墓地供給における官民それぞれの役割を果たすに 
 あたって、相互の情報共有や連携の強化を図り、 
 協同して市民ニーズに対応していきます。 

 
ビジョン実現の 
ための行政目標 

 
目標達成に向けた 

取組を進める上での 
行政の姿勢 

③ 第４章 
分野別目標 

④ 第４章 
基本姿勢 

≪ 環境の整備 ≫ 

取
組
の
効
果
を 

 
 

 

向
上 

≪ 意識の変化 ≫ 

㋐遺族に寄り添った視点での 
 火葬場運営を継続します 

・火葬件数が増加していく中にあっても、単に多く 
 の火葬件数をこなすための効率化を進めるのでは 
 なく故人の最期を送る場所に相応しい遺族に寄り 
 添った視点での対応を継続します。 



資料２－３)(仮称)札幌市火葬場・墓地のあり方基本構想【各主体の役割】      第５回斎場等あり方検討委員会資料 2019年７月31日 保）生活環境課 

 
ビジョン実現のために 
各主体がやるべきこと 

⑤ 第４章 
各主体の役割 

① 火葬場 ② 墓 地 ③ 葬 送 

ア 行 政 
・安定的な火葬場運営と 
 市民サービスの維持・向上の両立 

・生活困窮者や身寄りの無い人への 
 配慮 
 
・民間霊園等の安定経営に向けた 
 指導監督 

イ 事業者 
 
 
 

・効率的な火葬体制の構築に向けた 
 行政との連携 

・多様な墓ニーズへの対応 
 
・墓地経営の非営利性と永続性の確保 

ウ 市 民 
・火葬場に関する取組への理解と協力 
 
・火葬場の適切な利用 

・墓地に関する取組への理解と協力 
 
・所有する墓の適切な維持管理 

・葬送に対する意識を変えて 
 自分事として考え行動する 

葬祭関係団体 葬送支援団体 

地方公共団体 

・葬祭業者 
・霊柩業者 
・民間墓地経営者 等 

・ＮＰＯ 等 

・福祉部局 

(仮)葬送支援協議会 

葬送に関する市民への意識醸成の 
働きかけや支援をするための組織 

※葬祭業者、霊柩業者、 

 石材業者、宗教法人、 

 民間墓地経営者、 

 葬祭関連NPO等 

≪ 環境の整備 ≫ ≪ 意識の変化 ≫ 

≪ 行動の実践 ≫ 

支援 

学識経験者 



①火葬場 ②墓地 

施設整備 
(ハード面) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

運用改善 
(ソフト面) 

③葬送 

Ｈ 無縁墓・放置墓の特定・撤去・予防 

Ｇ 市営霊園の改修や機能の統廃合 

Ｊ 合同納骨塚のあり方の検討 

Ｉ 市営霊園の運営主体の検討 

Ｌ 民間墓地・納骨堂への安定経営の指導 

・札幌市墓地等の経営の許可等に関する条例で規定する経営状況報告に 
 基づき、経営状況に不安がある経営者への指導を強化して、民間墓 
 地・納骨堂の安定運営を図る。 

Ｋ 旧設墓地の管理方法の見直し 

Ａ 里塚斎場の整備手法の精査(改修・増築・建替) 

Ｃ 友引開場の試行 

Ｅ 運営主体の検討(指定管理・PFI) 

・友引明けの火葬件数のピーク平準化と、火葬できない日をなくすこと 
 による市民サービス向上を目的とした友引開場に向けて、友引に実施 
 している施設のメンテナンスの代替や、業務従事者の確保、葬祭業者 
 との調整、市民への周知方法など、検討すべき課題を整理し、必要な 
 対応を進める。 

・2025年度末に山口斎場のPFI契約(BOT方式)が満了することを見据え、 
 施設整備との兼ね合いも考慮しながら、里塚斎場も含めた火葬場全体 
 の運営方法を検討する。 

・里塚斎場の延命稼働に向けた調査結果を踏まえ、様々な施設整備の手 
 法案を整理し、それらのコスト・実現性・火葬能力の向上の観点で比 
 較・検討し、最適な手法を導き出す。 

・市営霊園のより効率的な維持管理による経費削減やサービス向上を図 
 るため、指定管理制度の導入やさらなる委託化を検討する。(霊園の 
 改修や機能の統廃合と一体的に検討) 

・老朽化が進む市営霊園の構築物の健全度や管理事務所等の利用状況等 
 を踏まえ、事故予防の観点での改修や事務所機能の統廃合を検討する。 

・戸籍調査等による相続見込み者の特定を進め、無縁墓の改葬・撤去に 
 向けた手続きや、墓の後継ぎ不在による無縁化を防ぐための自主的な 
 墓所返還を促進する仕組みを検討する。 

・利用者の増加に伴う繁忙期の混雑への対応(駐車場の拡張、動線の確 
 保等)や納骨塚の増設などを検討する。 
・合葬墓に対するニーズを踏まえ、利用条件(対象の見直し、抽選枠の 
 設定、使用料の改定等)を見直す。 

・市町村合併以前からの旧設墓地について、管理水準の見直しや管理料 
 の徴収等のあり方を整理するとともに、３霊園への移転を促進する制 
 度等を検討する。 

資料２－４)(仮称)札幌市火葬場・墓地のあり方基本構想【取組の案・構想の実現に向けて】      第５回斎場等あり方検討委員会資料 2019年７月31日 保）生活環境課 

Ｄ 予約システムの導入 

・火葬件数が増加する中でも安定した火葬業務を遂行するため、友引明 
 けや午前中以外との業務量の差を可能な限り平準化し、友引開場や午 
 後への誘導策、予約システムの導入等を検討する。 

 
目標達成に向けた 

取組案 

⑥ 第５章 
取組の案 

２ 取組案の評価・検討(2020年度末まで) ３ 運営基本計画の策定(2021年度末) 

・基本構想に基づく具体的な取組を 
 まとめた斎場・墓地それぞれの 
 運営基本計画を策定する。 

４ 取組の実践(2022年度～) 

・コンサル等による取組候補の効果、 
 費用などの定量的な評価結果を踏まえ、 
 実践する取組を検討する。 

・運営基本計画に基づき取組を実践する。 
 (一部は率先取組として運営基本計画の 
 策定前から実践に向けて着手) 

１ (仮)葬送支援協議会の設置(2020年度初頭) 

・斎場・墓地に係る取組の検討や進捗管理を行う 
 外部委員会(葬祭業者、葬送関連NPO法人、学識 
 経験者、民間墓地経営者等で構成)を設置する。 
・連携による市民への葬送の支援を行う取組の 
 実施主体としての位置づけも担う。 

５ 取組の進捗確認 

・進捗状況を確認するためのアンケート 
 調査等を実施する。 

基本構想・運営基本計画の見直し 

・策定から概ね５年を目途に取組の進捗や 
 社会情勢の変化などを踏まえた見直しの 
 必要性を検討 

 
基本構想策定後の 

進め方 

⑦ 第６章 
構想の実現に向けて 

Ｍ (仮)葬送に対する市民のニーズ把握 

・地域や対象を限定して、葬送に関するセミナーやワークショップを開催して、葬送に対する関心や困りごとを把握する。 
・得られた情報に基づき、葬送関連事業者や保健福祉事業との連携による働きかけを検討する。 

Ｆ 火葬場の費用負担に関する市民議論 

Ｂ 施設の広域利用に向けた協議 

・さっぽろ連携中枢都市圏ビジョンに基づき、近郊市町村との火葬場の 
 広域利用や災害時のバックアップ体制の構築等に向けた協議を行う。 

・今後の様々な対策に係る費用等を勘案して、現在札幌市民を無 
 料としている火葬料等を見直す。 


